
地方公共団体は原子力発電施設、サイクル施設又は

試験研究炉等の周辺における放射線量の影響を調査す

るため、原子力発電施設等周辺のリアルタイムによる空

間放射線量率の測定及び空気中、水中その他の環境に

おける放射性物質の濃度変化の状況の調査を、平常時

から緊急時に至るまでシームレスに実施します。平常時

においては調査結果の情報公開や変動要因の解明に

関する調査研究を含めた周辺住民への安全性に関する

情報提供を行い、緊急時においては住民の避難、屋内

退避等の防護実施の判断に必要な情報を提供します。

環境放射線モニタリングで得られる正確なデータは住民

の安全確保に欠かせないものであり、国は地方公共団

体に対して、僅かな変化も逃さない放射線監視体制を構

築するために必要となる施設、設備及び備品を整備し、

インフラを維持・管理するための財政支援を行います。

放射線監視等交付金
６０．９ 億円 （６７．１億円） ※令和３年度補正予算 ２５．１億円

担当課室：監視情報課 放射線環境対策室

事業の背景・内容

事業のスキーム

具体的なイメージ

国 交付 立地道府県等

〇空間放射線量測定
放射線監視のためのテレメータシステムを配備し、原子力発電施設等周辺の空
間放射線量を常時、監視します。

〇環境試料の放射能測定
原子力発電施設等の周辺で環境試料（土壌、雨水、海水、農産物、海産物等）
を採取し、放射性物質の測定・分析を行います。
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